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 政府は、２０２１（令和３）年３月５日、特定商取引に関する法律（以下「特定

商取引法」という。）の訪問販売等の取引類型（通信販売を除く）と特定商品の預

託等取引契約に関する法律（以下「商品預託法」という。）について、オンライン

契約と対面契約とを区別することなく、契約書面や概要書面の交付義務について、

消費者の「承諾」を得れば電子データの交付でもよいとする改正法案（以下「改正

法案」という。）を閣議決定した。 

 この改正法案は、特定商取引法及び商品預託法において書面が担っている告知警

告機能等を大きく損ない、特定商取引法及び商品預託法がこれまで果たしてきた消

費者保護機能を大きく損なう危険性を有するものである。  

 



第１ 意見の趣旨 

 １ 特定商取引法が定める訪問販売、電話勧誘販売、訪問購入、連鎖販売取引、

特定継続的役務提供及び業務提供誘引販売取引の各取引形態の契約を締結す

る場合において、書面の交付義務の電子化を進めることに反対する。 

 ２ 商品預託法が定める預託等取引契約を締結する場合において、書面の交付義

務の電子化を進めることに反対する。 

 

第２ 意見の理由 

 １ 特定商取引法の書面交付義務の消費者保護機能について  

   特定商取引法の書面交付義務は、消費者の意思決定の過程が歪められやすい

取引類型について、事業者に課せられた義務である。 

   訪問販売等は、不意打ち的な勧誘により、即断を迫られ、消費者が契約内容

を正確に認識しないまま不本意な契約を締結する恐れがある。 

   連鎖販売取引や業務提供誘因販売取引等は、利益収受型勧誘により、儲け話

を強調されて不利な条件に気付かないまま契約する恐れがある。 

   特定継続的役務提供（語学教室やエステティック等）は、実際に受けてみな

ければ顧客への適合性が判別しにくい。 

   こうした契約類型について、契約締結の際に、販売業者から消費者に契約内

容やクーリング・オフ制度について記載した書面を交付させ、消費者が契約内

容を確認すると共に（確認機能）、冷静になって考え直す機会を与えて契約締

結の判断の適正さを確保する（警告機能）ための制度である。特に、特定商取

引法上の各契約類型については、消費者にクーリング・オフができることを認

識させるという重要な意味合いを持つ（告知機能）。 

   さらに、連鎖販売取引、業務提供誘因販売取引、特定継続的役務提供の３類

型は、複雑な契約内容や利益誘因的な勧誘のため消費者が契約内容を誤認して

契約するおそれが特に強いことから、勧誘段階の概要書面交付義務も加えて、

消費者により慎重に考え直す機会を付与するものである。 

   また、大規模消費者被害を繰り返してきた商品等預託契約も、利益収受型取

引であり、概要書面と契約書面の二段階の交付義務を定めている。 

２ 書面の電子化により消費者保護機能が損なわれること 



   現行法上、書面を対面で手渡されたり、郵送で送られたりする場合、消費者

は書面を手にし、書面を読む契機が与えられる。また、現行法上、消費者が書

面の内容を十分に確認できるよう、書面の内容を十分に読むべき旨を赤枠の中

に赤字で記載し、８ポイント以上の大きさの文字を用いなければならない（特

商法施行規則５条３項）。さらに、クーリング・オフに関する事項は、赤字で

赤枠の中に記載しなければならない（同法６条６項）。 

   しかし、事業者が電子データで契約条項を提供する場合、そもそも電子デー

タを確認しない消費者もいると考えられる。 

   多くの消費者は、スマートフォンで電子データを受領すると思われるが、ス

マートフォンの小さな画面では契約条項を一覧して読み取ることはできず、契

約内容を隅々まで確認することは困難であり、クーリング・オフに関する事項

も目にしない恐れがある。これでは、消費者に、事業者から説明されていない

不利な契約条件の存在や、予備知識のないクーリング・オフ制度を気付かせる

機能を果たすことはできない。 

   連鎖販売取引等における勧誘段階での概要書面交付義務は、概要書面を交付

して、それを見ながら契約内容を説明することを期待しているものである。し

かし、書面の電子化が認められれば、勧誘の途中で電子データが送信されるこ

とになるが、消費者が勧誘の途中でその内容を確認するとは考えられず、概要

書面の警告機能・告知機能が果たされない。 

   さらに、高齢者等の場合、家族や介護者その他の周囲の者が、契約書面等を

発見して消費者被害が判明する場合も少ないが、電子データの提供になれば、

消費者被害を発見することも困難になる。 

   政府は、「消費者被害の防止及びその回復の促進を図るための特定商取引に

関する法律等の一部を改正する法律案の概要」において、書面の電子化につい

て「消費者利益の擁護増進のための規定の整備」と位置付けているが、むしろ、

消費者保護機能を大きく損なうものである。 

３ 対面型取引での書面の電子化の問題点 

   改正法案は、対面型取引とオンライン契約とを区別することなく、書面の電

子化を認めるものである。 

   しかし、訪問販売など対面型の勧誘により契約を締結する場合、特定商取引



法は、申し込みを受けた場合は「直ちに」書面を交付する義務を定めており（特

定商取引法４条）、その場で紙媒体の契約書面を交付すればよく、取引の円滑

や迅速のために書面を電子化する必要がない。 

   連鎖販売取引、業務提供誘因販売取引、特定継続的役務提供及び預託等取引

契約は、訪問販売や店舗販売等の対面型での勧誘が行われ、その場で契約を締

結する場合も多いため、その場で紙媒体の契約書面を交付すればよく、取引の

円滑や迅速のために書面を電子化する必要がない。 

 ４ 消費者の承諾によって消費者保護は図れないこと 

   改正法案は、消費者の承諾を、書面の電子化の要件としている。 

   しかし、特定商取引法上の取引類型は、不意打ち的な勧誘や利益誘導により

消費者の意思決定過程が歪められやすく、消費者が正常に「承諾」するか否か

の判断をすることは期待できない。 

   契約について十分な知識がない消費者が、事業者の説得により、承諾によっ

てどのような不利益が生じるのかを理解しないままに承諾することは、容易に

想定でき、消費者の承諾を要件としても消費者保護の趣旨を十分に確保するこ

とはできない。 

５ まとめ 

   よって、書面の交付義務の電子化を進めることは、概要書面や契約書面の交

付による消費者保護機能に重大な影響を与えることになるため反対する。 

以上 

 


